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高松市監査委員告示第３号  

 

 平成１６年第３８８号損害賠償請求事件の弁護士への訴訟行為等の委任に

係る公金の支出に関する住民監査請求について，地方自治法（以下「法」とい

う。）第２４２条第４項の規定により監査したので，その結果を同項の規定に

より次のとおり公表します。  

 

  平成１７年２月１７日 

 

               高松市監査委員 北 原 和 夫 

               同       吉 田 正 己 

               同       宮 本 和 人 

               同       大 塚   寛 

 

平成１６年第３８８号損害賠償請求事件の弁護士への訴訟行為  

等の委任に係る公金の支出に関する住民監査請求の監査結果につ  

いて  

 

第１ 請求の受理  

１ 請求人  

住所・氏名 省略  

２ 請求書の受付  

平成１６年１２月２７日  

  ３   請求の要旨  

 別紙事実証明書（歳出管理票（注）事実証明書については省略した。）

の記載によると，氏名不詳の高松市職員は，平成１６年第３８８号損害

賠償請求事件の弁護士の着手金として，必要もないのに平成１６年１２月

１４日に金１０万５千円の公金を違法又は不当に支出した事実が認められ

る。本件訴訟においては，高松市長は，地方自治法第１５３条第１項の規

定に基づいて指定代理人としてＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇの７人も指定
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して自己の代理人の公務に従事させておきながら，更に必要もないのに弁

護士２名と委任契約を締結して本件公金を支出したものである。本件訴訟

は，行政庁としての高松市長が高松市情報公開条例により行政不服審査法

の規定に基づいてなされた異議申立に対して高松市情報公開審査会が公開

すべき旨の答申をしたにもかかわらず，本件行政庁が行政不服審査法に規

定する必要な行政処分を違法に怠っている事実に対して損害賠償請求がな

されたものであるが，訴訟物の価額は「１円」であり，本件行政庁の意思

として不作為を継続しているものであるから，何ら法律の専門的知識も必

要ではなく，弁護士に委任する必要もない事案なのである。本件公金支出

は，地方自治法第２４２条第１項に規定する「違法又は不当な」公金支出

に該当するものである。本件公金支出は，必要もないのに支出したもので

あり，地方自治法第２３２条第１項，同法第２条第１４項，地方財政法第

４条第１項の各規定に違反する違法な公金支出である。  

よって，本件請求人は，高松市監査委員が，本件公金支出につき責任を

有する者に対して損害の補填をさせる等の「必要な措置」を講ずるよう高

松市長に対して勧告することを求める。  

４ 請求の要件審査  

 本件請求は，法第２４２条所定の要件を備えているものと認めた。  

 

第２ 監査の実施 

 １ 監査対象事項等  

   本件請求の監査対象事項は，原告請求人と被告高松市（以下「市」とい

う。）間の高松地方裁判所平成１６年第３８８号損害賠償請求事件（以

下「本件事件」という。）について，市が弁護士との間で，その訴訟行為

等を有償で弁護士に委任する契約（以下「本件委任契約」という。）を締

結し，その着手金として金１０万５，０００円を弁護士に支払ったことが

必要のない違法または不当な公金支出として，市に損害を与えることに該

当するか否かという事項である。 

   そして，措置請求の内容は，本件委任契約に基づく着手金の支出につき，

責任を有する者に対して，損害の補てんその他の必要な措置を講ずるよ
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う高松市長（以下「市長」という。）に対して勧告することを求めるも

のである。  

   なお，監査委員は，法第２４２条第６項の規定に基づき，請求人に対し

て，平成１７年１月１４日に，証拠の提出および陳述の機会を与えたが，

請求人からは新たな証拠の提出はなく，陳述も行われなかった。  

２ 監査対象部局 

本件監査対象部局は，産業部農林水産課，土木部下水道建設課および総

務部庶務課である。  

 

第３ 監査の結果  

 本件請求について，監査委員は，合議により次のとおり決定した。  

 本件請求は，措置請求に理由がないものと判断する。  

 以下，その理由を述べる。  

 １ 監査により認められた事実  

   監査委員は，関係書類を調査するとともに，監査対象部局の職員から事

情聴取するなどの方法により監査を実施し，その結果，次の各事実を認定

した。  

   本件事件の訴えの提起と事案の概要  

    請求人は，平成１６年９月１８日，高松簡易裁判所に対し，自らを原

告，市を被告として，市に損害賠償金１円の支払を求める訴えを提起し

た。  

    請求人が上記訴えの請求原因において主張する事案の概要は，次のと

おりである。  

    請求人は，情報公開請求していた行政文書について市が行った一部非

公開処分を不服として，高松市情報公開審査会に異議申立てをしていた

ところ，同審査会が平成１４年８月９日付け高情審答申第７号および第

８号で，市長に対し，市が行った行政文書の非公開処分のうち一部の非

公開処分を取り消して公開すべきであるとする答申をしたので，市は，

その答申に従って公開すべき行政文書部分を公開すべき義務があるにも

かかわらず，その後２年１か月余を経過しても，故意にこれを公開する
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義務を果たさず，情報公開請求している請求人に多大の精神的苦痛を与

えており，これを金銭に換算すると，その金額は１円を下らないという

ものである。  

   高松簡易裁判所による本件事件の高松地方裁判所への裁量移送  

    本件事件は高松簡易裁判所の管轄に属するものであったが，同裁判所

は，本件事件の全部を，その所在地を管轄する高松地方裁判所に移送す

るのが相当であると認め，上記訴えを受理して間もない平成１６年１０

月１日付けで，民事訴訟法第１８条に基づき，本件事件の全部を職権に

より高松地方裁判所に移送する旨の決定をし，本件事件は，高松地方裁

判所平成１６年第３８８号損害賠償請求事件として係属するに至った。  

   高松地方裁判所における訴訟手続と本件委任契約の締結  

    本件事件の移送を受けた高松地方裁判所は，市に対し，同年１１月  

１０日付け「口頭弁論期日呼出及び答弁書催告状」を送付し，同年１２

月６日午後２時３０分の口頭弁論期日の呼出しと同年１１月２９日まで

に答弁書を提出すべき旨の催告をした。  

    これを受けた市は，対応を協議した上，本件事件に関する訴訟行為を

指定代理人に選任する担当職員に行わせるとともに，弁護士にも委任し

て担当してもらうことを決定し，同年１１月２９日に，産業部農林水産

課長を始めとする市関係職員７人を本件事件の訴訟行為を担当する指定

代理人に定め，その旨の指定書を高松地方裁判所に提出するとともに，

弁護士Ｈと同Ｉの両名との間で，本件委任契約を締結した。  

    本件委任契約の内容は，市は，両弁護士を市の代理人と定め，本件事

件の訴訟行為一切を両弁護士に委任し，その着手金として，消費税およ

び地方消費税の額金５，０００円を含め金１０万５，０００円を，契約

成立の翌日から起算して３０日以内に支払い，成功報酬金として事件解

決後に両弁護士が定めるＪ法律事務所弁護士報酬等基準規程の算定基準

の範囲内で両者協議して定めた金額を支払うというものである。  

    なお，上記着手金額も，弁護士法の一部改正により平成１６年３月  

３１日に廃止された香川県弁護士会報酬等基準規程に定める着手金・報

酬金の算定基準に倣い，日本弁護士連合会の弁護士の報酬に関する規程



 5

第３条の規定により，両弁護士が定めるＪ法律事務所弁護士報酬等基準

規程の算定基準に基づき算出したものである。  

 そして，市は，本件委任契約の約定に従って，同年１２月１４日に，

本件委任契約の相手方代表者である弁護士Ｈに着手金１０万５，０００

円を支払っており，同弁護士両名は，その後，市の代理人として，本件

事件の訴訟行為を担当している。  

   本件事件について市が指定代理人のほかに弁護士に訴訟委任した理由  

    本件事件は，訴額こそ，わずか１円という少額な事件であるが，その

管轄裁判所である高松簡易裁判所が事件受理直後に職権で訴訟の全部を

高松地方裁判所に裁量移送していることが証左しているように，市の情

報公開制度の運用をめぐる事案で，高度で専門的な法律判断を要する問

題を抱えており，市関係職員から選任される指定代理人だけでは到底対

応できるものでなかったため，市においては，法律の専門的な知識と能

力および経験を有する弁護士による的確な訴訟追行が不可欠であると判

断し，市関係職員を指定代理人に選任したほか，弁護士による対応を決

定し，本件事件の訴訟行為を弁護士に委任した。  

   訴訟行為を弁護士に委任せず，指定代理人である市職員のみで対応し

た事件例とその理由  

    市では，現在，市営住宅の使用料不払を理由とする住宅明渡請求事件

については，弁護士に訴訟行為を委任せず，市関係職員を指定代理人に

選任して，その者だけに訴えの提起から証拠調べに至るまで，すべての

訴訟行為を担当させる対応をとっているが，それ以外に指定代理人だけ

で訴訟行為を担当させている民事訴訟はない。  

    この住宅明渡請求事件は，毎年数多く発生し，市では，その対応に苦

慮し種々検討を重ねた結果，住宅使用料不払を理由とする訴訟は定型的

なものであるため，市の担当職員でも，相当期間をかけて，専門の法律

実務家による教育・指導を受ければ，訴訟追行が可能であると判断した

ことなどにより，平成８年９月から平成１１年３月までの２年７か月間

にかけて，この種事件の訴訟に関する実務経験に富む弁護士に訴訟行為

を委任し，指定代理人に選任した住宅課職員を同行させ，弁護士による
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教育・指導を受けさせることにより，その訴訟行為を習熟させた結果，

指定代理人だけでも対応が可能な状況になったものにすぎない。  

 ２ 監査委員の判断  

   請求人は，本件事件が訴額わずか１円にすぎない簡易な事案であり，

市長は，市職員を指定代理人として選任して本件事件の訴訟を担当させ

ているので，さらに弁護士に有償で訴訟行為を委任する必要はないにも

かかわらず，本件委任契約を締結し，支出の必要のない公金を支出させ

ることとさせており，市に損害を与えている旨主張しているので，まず，

この点について検討する。  

   ア 本件事件の概要は，「監査により認められた事実」で明らかにし

ているとおり，請求人が，情報公開請求していた行政文書について市

が行った一部非公開処分を不服として，高松市情報公開審査会に異議

申立てをしていたところ，同審査会が平成１４年８月９日付け高情審

答申第７号および第８号で，市長に対し，市が行った行政文書の非公

開処分のうち一部の非公開処分を取り消して公開すべきであるとする

答申をしたので，市は，その答申に従って公開すべき行政文書部分を

公開すべき義務があるにもかかわらず，その後２年１か月余を経過し

ても，故意にこれを公開する義務を果たさず，情報公開請求している

請求人に多大の精神的苦痛を与えており，これを金銭に換算すると，

その金額は１円を下らないというものである。  

     本件事件は，その訴額こそ，わずか１円にすぎないものではあるも

のの，その管轄裁判所であった高松簡易裁判所が，事件受理直後に職

権で，その全部を高松地方裁判所に裁量移送していることが証左して

いるように，市の情報公開制度の運用をめぐる事案で，高度で専門的

な法律判断を要する問題を抱えており，極めて難しい事件であり，

「監査により認められた事実」で明らかにしている，住宅課の市営

住宅明渡請求事件のように，事件自体が，簡易で定型的なものではな

い。  

     市は，請求人が主張するとおり，本件事件の訴訟行為を担当させる

ために，関係職員を指定代理人に選任しているが，その職員は，法律
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に関する専門的な知識や経験を有するものではなく，日常は本来の業

務処理を担当していて，時間的余裕も少なく，これに加えて指定代理

人としての事務にも精励しなければならないこととなると，本来の業

務運営にも支障を来しかねず，職員だけで本件事件の訴訟行為を全う

することは到底対応不可能なものと言わなければならない。  

     このようなことから，市において，法律の専門的な知識と能力およ

び経験を有する弁護士による的確な訴訟行為追行が必要不可欠なもの

と判断し，本件事件の訴訟行為を全うするため，これを弁護士に委任

することは，妥当なものとして認められるものと言わなければならず，

そのために本件委任契約を締結したことは相当であり，請求人の上記

主張は何ら理由がない。  

   イ なお，本件委任契約における着手金および報酬金額の妥当性につい

て検討すると，「監査により認められた事実」で明らかにしている

とおり，上記着手金は，弁護士法の一部改正により平成１６年３月  

３１日に廃止された日本弁護士連合会および香川県弁護士会が定める

報酬等基準規程の該当規定に倣い，日本弁護士連合会の弁護士の報酬

に関する規程第３条の規定により，両弁護士が定めるＪ法律事務所弁

護士報酬等基準規程の算定基準に基づき算出され，その報酬金も，同

規程に定める報酬基準の範囲内で市と受任弁護士が協議して定めた額

とするとされており，いずれも相当かつ妥当なものと認められるので，

金額の面から見ても，不必要な公金の支出として市に損害を与えるも

のとは言えず，また，着手金に係る公金の支出も所定の手続により権

限のある決裁権者の決裁を受け，適正に支出されており，公金支出の

手続の面から見ても，何ら問題となるものではない。  

   次に，請求人が，本件委任契約の締結は，法第２３２条第１項および

第２条第１４項ならびに地方財政法第４条第１項の各規定に違反するも

のであると主張する点について，検討する。  

   ア 請求人が主張する法第２条第１４項および第２３２条第１項ならび

に地方財政法第４条第１項の各規定は，地方公共団体が，その事務を

行うに当たり必要な経費を支出する場合，最小の経費で最大の効果を
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あげるようにしなければならないという趣旨を明らかにしているもの

である。  

   イ 本件委任契約は，前項までで明らかなように，正当な理由によって，

適正な手続により締結され，それに約定されている着手金および報酬

金額は，「監査委員の判断」のイで明らかにしているように，いず

れも日本弁護士連合会および香川県弁護士会が定める報酬等基準規程

の該当規定に倣って，受任弁護士が定めたＪ法律事務所弁護士報酬等

基準規程の算定基準に基づくものとして相当かつ妥当なものと認めら

れ，何ら違法・不当なものではなく，その支出が市に損害を与えるも

のとは言えないので，請求人が主張する各法の諸規定に違反しておら

ず，この点に関する請求人の主張には理由がない。  

  よって，本件措置請求には理由がないものと判断する。  

 



 1

高松市監査委員告示第４号  

 

 平成１６年第３８８号損害賠償請求事件の弁護士への訴訟行為等の委任に

係る公金の支出に関する住民監査請求に係る個別外部監査の請求について，地

方自治法（以下「法」という。）第２５２条の４３第９項の規定により，高松

市長に同条第２項前段の規定による通知を行わなかった理由を次のとおり公表

します。  

 

  平成１７年２月１７日 

 

               高松市監査委員 北 原 和 夫 

               同       吉 田 正 己 

               同       宮 本 和 人 

               同       大 塚   寛 

 

平成１６年第３８８号損害賠償請求事件の弁護士への訴訟行為  

等の委任に係る公金の支出に関する住民監査請求に係る個別外部  

監査の請求について  

 

第１ 請求の内容  

１ 請求人  

住所・氏名 省略  

２ 請求書の受付  

平成１６年１２月２７日  

  ３   請求の要旨  

 別紙事実証明書（歳出管理票（注）事実証明書については省略した。）

の記載によると，氏名不詳の高松市職員は，平成１６年第３８８号損害

賠償請求事件の弁護士の着手金として，必要もないのに平成１６年１２月

１４日に金１０万５千円の公金を違法又は不当に支出した事実が認められ

る。本件訴訟においては，高松市長は，地方自治法第１５３条第１項の規
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定に基づいて指定代理人としてＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇの７人も指定

して自己の代理人の公務に従事させておきながら，更に必要もないのに弁

護士２名と委任契約を締結して本件公金を支出したものである。本件訴訟

は，行政庁としての高松市長が高松市情報公開条例により行政不服審査法

の規定に基づいてなされた異議申立に対して高松市情報公開審査会が公開

すべき旨の答申をしたにもかかわらず，本件行政庁が行政不服審査法に規

定する必要な行政処分を違法に怠っている事実に対して損害賠償請求がな

されたものであるが，訴訟物の価額は「１円」であり，本件行政庁の意思

として不作為を継続しているものであるから，何ら法律の専門的知識も必

要ではなく，弁護士に委任する必要もない事案なのである。本件公金支出

は，地方自治法第２４２条第１項に規定する「違法又は不当な」公金支出

に該当するものである。本件公金支出は，必要もないのに支出したもので

あり，地方自治法第２３２条第１項，同法第２条第１４項，地方財政法第

４条第１項の各規定に違反する違法な公金支出である。  

よって，本件請求人は，高松市監査委員が，本件公金支出につき責任を

有する者に対して損害の補填をさせる等の「必要な措置」を講ずるよう高

松市長に対して勧告することを求める。  

４ 監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求

める理由（原文）  

 住民監査請求の分野においては，従来の監査委員の制度は正常に機能し

ておらず，信用できないので，個別外部監査契約に基づく監査を求めざる

を得ない。  

 

第２ 監査対象事項  

  本件請求の監査対象事項は，原告請求人と被告高松市（以下「市」と

う。）間の高松地方裁判所平成１６年第３８８号損害賠償請求事件（以下

「本件事件」という。）について，市が弁護士との間で，その訴訟行為等を

有償で弁護士に委任する契約（以下「本件委任契約」という。）を締結し，

その着手金として金１０万５，０００円を弁護士に支払ったことが必要のな

い違法または不当な公金支出として，市に損害を与えることに該当するか否
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かという事項である。  

 

第３ 高松市長に法第２５２条の４３第２項前段の規定による通知を行わなか

った理由  

  本件請求の監査を行うに当たっては，監査委員に代わる外部の専門的知識

を有する者を必要とするような特段の事情があるとは認められず，むしろ，

監査委員の監査による方が適当であると判断したことによるものである。  


